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次に示す食品、 繊維、 パルプ・ 紙 、 出版・印刷、 総合化学、 油脂、 医薬品、 その他の化学、 石油 
・石炭、 ゴム、 窯業、 鉄鋼、 非鉄金属、 金屑、 機械、 電機、 竜子・通信、 自動車、 その他の輸送 

、 精密、 その他の製造業であ る。 

(2) クラスタ一分析 i) 。 " 

クラスタ一分析とは、 一般的に測定対象や 変量に関して 似ているものど う しを 幾 っかのグルー 
プに 分類しそれらの 特徴を明確にする 手法であ る。 以下に、 今回の分析方法の 基準を示す。 

① 指標 

夫 メンバ一間の 関連座 : 自 産業以外 (20 産業 ) への投資額を 基準として、 関連する産業間の 
相関係数により 表す。 

炎 クラスタ一間の 距離 : 各産業間の相関係数の 大小により距離を 表す。 

② クラスタ一作成 

し、 各年において、 相関係数の数値の 21 の産業が日産業以外へ 大きいものから 順次クラスターを 投資する額をもとに、 作って行くが、 各産業間の相関係数を クラスタ一間の 算出 併合 
は 、 それぞれのクラスターを 構成する全ての 産業間の相関係数の 平均値を新たなクラスター 
の 数値とし、 逐次クラスターを 作り上げて行く。 

製造業における 研究開発投資行動 (3) 

製造業における 自 産業以外への 投資先件数の 推移を図 3-1 に、 また研究開発総投資額 ( 自 産業及び 
日産業以外への 投資 ) の様子を図 3-2 に示す。 これらの図から 明らかなよ う に、 投資額 は ついては 毎 
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年増加しており、 投資先の件数は 現在ほぼ一定となっている。 全体的な投資行動から 見ると、 各産業 
は自 産業の基盤強化のための 研究開発と、 新規分野への 進出や新しい 製品開発に必要な 他産業の技術 
等を吸収するために、 自 産業以外の分野への 投資も積極的に 行っていることが 窺える。 一方、 各産業 
の 研究開発投資額は 毎年増加しているが、 それぞれの投資先ならびに 投資額はその 年毎に変化してい 
る 。 これは、 それぞれの産業がおかれている 経営環境が異なることと、 これらに対処する 行動様式が 
それぞれの産業により 異なる事などの 理由が挙げられる。 

[ Ⅰ 按仮硅棋 1 

図 3-1 目産業以外への 総投資先件数の 推移   

            

図 3-2 研究開発総投資額の 推移 
  

Ⅲ 研究開発投資先件数の 推移 

図 3-1 に示したように、 22 年間における 抽分野への投資分野数の 推移は大きく 3 つの時期に分 
類することができる。 69 年度から 77 年度までは投資分野致が 毎年増加しており、 積極的に他分野 
へ 投資を行った 成長期、 またその後の 6 年間は各産業を 取り巻く経済環境等の 影筈を受け投資分 
軒 先の選択等の 行動が行われた 選択 期 、 その後現在までは 長期にわたる 経済安定時期に 支えられ 
ほとんど変化のない 安定した投資が 続く安定期に 分けることが 出来る。 ここ 7 年間件数の変化が 
殆どない理由として、 経済の安定が 大きな要素として 挙げられるが、 もう一つの側面として 冬彦 
案 が研究開発投資を 行うべき産業分野のリストアップをすべて 終え、 かっ実行に移していると 見 
ることができる。 21 の産業が他の 産業 
に 全て投資したとすると、 全体の投資 表 3-1 各産業 毎 の 他 分野への投資件数の 推移   

  

性は極めて少ない。 ) これ以上投資分 百泊・石炭 ゴム 一一 はは           

甘   

ワ 子丑 仁                                                                                   
。 俺ヰ                                                                         
その億の挨 迎                                                                                         

(2) 研究開発投資額の 推移 
  7@ 9@ 14@ 11@ 10@ 14@ 13@ 13@ 12@ 14@ 13@ 11@ 12@ 13@ 15@ 13@ 12@ 13@ 13@ 13@ 12@ 11 

七の伯の且Ⅰ   9 17 11 20 19 19   18 18 19 19 20   1@ 1( 1* 18 19   19 20 20 20 20 20 

図 3-2 に 22 年間の目産業と 他産業分野への 研究開発総投資額の 推移を示したが、 自 産業への 投 
資 と他産業への 投資とも、 毎年増加している。 特に目産業への 投資額の伸びは 76 年度から、 また 

他産業への投資額の 伸びは 79 年度から大きくなっている。 また、 図 3-U に示した全産業における 
他 分野への投資先分野数の 推移との関係を 見ると次の興味深い 行動が見出せる。 即ち 他 分野への 
積極的な投資時期の 後に位置する 選択 期 とほぼ時期を 同じくして、 他産業への投資額の 伸び率が 
大きくなっていることであ る。 これは、 各産業が他分野への 投資を通じて、 投資先分野の 成果 皮 
びその分野の 可能性により、 取捨選択しながら 投資額を増加させているものと 考えられる。 また 
、 安定期に入ると、 取捨選択した 分野への投資額をさらに 増加させながら 充実した研究開発を 進 
める行動をとっていると 解釈できる。 
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4. クラスタ一分析 

21 産業の自産業以外への 研究開発投資額を 計測データとして 使用し、 それぞれの産業間の 相関係数 
を 算出する。 次にこの数値をもとにクラスタ 一分析の手法を 用いてそれぞれ 似た投資行動をとる 産業 
を グループ化し、 製造業全体の 中でのそれぞれの 位置づけについて 以下に考察する。 

Ⅲ 相関係数 

各産業間 (i 産業と j 産業との間の 関係 ) の相関係数を 求めるための 対応する 2 組の投資額 (Xil 
， X ， 2.@ @@ @@ X ，，， @@ ・， X ， N)@ @(Xn ， Xjz ，                 ・・， Xj")  は次の取決めによる。 (N,20) 
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以上の取決めに 従い、 21 産業間で他分野への 研究開発投資額の 組み合わせデータを 基にして相関 
係数を算出する。 

(2) クラスタ一作成 

クラスターを 作成する場合の 各産業間の関連の 指標としては、 自 産業以外への 投資額を基にし 
て 算出される各産業間の 相関係数を採用し、 またクラスタ 一間の車離の 指標は、 各産業間の相関 
係数の数値の 大小により表す。 また、 求められた相関係数が 0 ・ 2 未満のものについては 相互の産 
案問にほとんど 関連がないとの 判断を行い、 今回の分析の 対象外とする。 次に、 相関係数の数値 
の 大きいものから 順次クラスターを 作って行くが、 クラスタ一間の 併合を行 う 場合は、 それぞれ 
の クラスターを 構成する全ての 産業間の相関係数の 平均値を求め、 これを新たなクラスタ 一の 数 
値 とし、 逐次クラスターを 作り上げて行く 手順をとる。 以下に詳細にその 手法を示す。 

(3) 具体的なクラスタ 一作成とそのアルゴリズム 

以下に、 各産業間の相関係数を 基にして具体的なクラスタ 一作成方法とそのアルゴリズムを 示す。 

① クラスタ一作成 
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 ② クラスタ一の 併合 

第一段階のクラスターが 出来上がると、 次に既に出来たクラスタ 一間の併合と、 クラスタ 
一に分類することが 出来なかった 残りの産業を、 どのクラスタ 一に結びつけるかを 検討する 
第二段階のクラスタ 一作成を行 う 。 具体的な方法としては、 あ るクラスターを 構成する産業 
を (Xl,X2,X3) とし、 もう一方のクラスターを 構成する産業を (YI,Y2,Y,) とした場合、 x, と (YI 
， Y,,Y,) 、 X2 と (Y,,Y,,Y,), X, と (Y,,Y,,Y,) のそれぞれ対応する 産業間の相関係数が 0   2 以 
上であ りか つ、 他の産業との 組み合わせによる 相関係数に比べ 大きい場合については、 これ 
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ら め クラスターを 併合して新しいクラスターとする。 また、 第一段階でクラス タ 一に分類 出 

来 なかった産業があ るクラスタ一に 併合される場合も、 この方法による。 

③ 総合的なクラスタ 一の作成 

第一段階及び 第二段階のクラスタ 一の作成方法に 従って、 逐次新たなクラスターを 作成し 
て 行くが、 あ る時点で作成不可能な 状態になるので、 この時点でクラスター 併合の作業を 終 
える。 

5. 結果 

クラスタ一分析により 得られた結果のうち、 代表的なものを 図 5-1 ～図 5-6 に示すとともに、 各ク 
ラスタ一の特徴について 考察する。 
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図 5-2  1974 年度 
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図 5-4  1984 年度 
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一 90 一 



Ⅲ 検討結果 

クラスタ一分析により、 グループ ィヒ されたクラスタ 一の数の推移は、 表 5-1 に示すように 1985 
年度以双は 、 5 ～ 7 であ ったものが 1987 年度以降現在まで 4 と少なくなっている。 これは、 研究 

開発投資を行 また、 各 クラ う ス 各産業の行動様式が タ ー を構成している 大きく 産業の推移の 4 つに 集約することが 概要を図 5-7 に示す。 可能であ 得られた結果から ることを示している。 次のよ 

う な特徴を見出すことが 出来る。 
表 5-1 クラスタ一の 数の年度推移 

① 5 ～ 7 あ ったグループがここ 数年、 4 グルー 
プに 安定して来ている。 医薬品 / 化学産業を 
中心とする ィヒ学 1 、 窯業Ⅰ繊維産業を 中心と 
する化学Ⅱ、 鉄鋼Ⅰその他の 輸送 / 自動車産 
業を中心とするグループと 電子通信 / 電機 ノ 
機械を中心とするハイテク 産業のグループで 
あ る。 

②化学 1 を構成する産業の 中で医薬品とパルプ 
・ 紙 産業は、 ともに 自 産業以外への 投資件数 
が 少なく (10 件程度 ) 、 反対に化学と 油脂 産 
業は多くの分野へ (18 ～ 20 件 ) 投資している 
  ( 表 3-1 を参照 ) しかしながら 共に化学を 
中心とする産業であ ることから投資先が 似か 
よっていることにより、 同じグループに 分類 
されている。 

③化学Ⅱを構成する 産業の中で窯業、 その他の 
製造業 ( 主たる産業はプラスチック 工業 ) 、 
綴維 産業は共に他分野への 投資が多 い (17 ～ 
2W 件 ) 産業であ る。 また、 石油産業は投資先 
0 件数が ¥2 件程度で少ないが、 産業内容が近 い こと、 また投資分野への 研究開発投資の 割合 
が 似ていることもあ り、 同じグループに 分類されている。 

④ 冨亨雰厘峯毒ぢそ 尹梵 三 % 花ま 荒手，ヱ二色 荒護窯仁 牛馬芸 僅裳 竹ヨ 房 三増属車 冒勤重デ釜 
展 産業など、 自 産業に近い産業とのグループに 分類されていたが、 技術融合の代表格であ る 

メカトロニクスの 進展と、 ハイテク産業の 代表される電子通信 / 電機産業に似た 投資構造に 
なって来た結果、 これらハイテク 産業と同じグループに 分類されるようになった。 

⑤上記の 3 つのグループ 以外として、 鉄鋼 / その他の輸送 / 自動車Ⅰ精密産業を 中心とするグ 
ループがあ るが、 これらはどちらかというとそれぞれの 産業間の関係 ( 素材、 加工・組立 ) 
がもともとあ り、 かっ強 い 関連のあ る産業であ ることから、 一つのグループが 構成されて ぃ 

るものと考えられる。 

[2) 今後の動向 

22 年間のクラスタ 一分析を通して 今後の他分野への 研究開発投資行動から 産業を分類すると、 
クラスターを 構成する核となる 産業は化学系、 素材系、 電子通信系の 3 つ であ ると予想される。 
すが ねち、 現在 ィヒ 半産業系は 2 つのクラスターから 構成されているが、 これが将来一つのクラス 
タ一 として併合されることが 予想される。 また、 技術融合の面からの 分析では既にメカトロニク 
スや バイオテクノロジⅠ新素材等の 発生は定量的に 分析されているがは ' 。 " 、 今回のクラスタ   

ことができる。 即ちこのクラスタ 一分析の手法が、 技術融合を分析するための 新たなアプローチ 
としての可能性があ るものと考えられる。 最後に、 新素材関係については 現在鉄鋼・金属等を 中 

心としているクラスターが 中心となり、 化学系のクラスターを 構成している 産業との併合を 通し 

て 進展して行くものと 思われる。 

一 9% 一 



5. おわりに 

以上までの分析により、 日本の製造業における 自 産業以外への 研究開発投資行動をクラスタ 一分析 
の手法を使用して、 22 年間の推移を 分析することが 出来た。 また、 得られた結果から 今後の動きとし 
て 、 将来は 3 つの大きなクラスタ 一に分類される 可能性があ ることと、 クラスタ一分析の 手法を使用 
して新しい側面から 技術融合を分析するアプローチ 方法があ ることが判明した。 今回のクラスタ 一分 
析 により得られた 結果は、 どれもいままでの 研究成果や結果等との 大きな隔たりはなく、 それぞれ 予 
期された結果であ ることから、 今回の分析方法による 結果の信頼性は 高いと思われる。 
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